
別表第三(第十条関係)
一　広告塔及び広告板
(一)　土地に直接設置する広告塔及び広告板
1　広告塔及び広告板(以下「広告塔等」という。)の高さが地上十メートル以下であること。ただし、商業地域内にある条例第五条第五号の自家用広告物である広告塔等については、地上十三メートル以下であること。
2　道路の上空に突出する広告塔等については、道路境界線からの出幅が一メートル以下であり、かつ、道路面から当該突出部分の下端までの高さが歩車道の区別のある道路の歩道上にあつては三・五メートル以上(道路境界線からの出幅が〇・五メートル以下のものにあつては、二・五メートル以上)、歩車道の区別のない道路上にあつては四・五メートル以上であること。
3　第一種文教地区又は条例第二条第一項第一号ただし書の規定により指定した区域若しくは同項第二号ただし書の規定により指定した区域のうち風致地区(以下「第一種文教地区等」という。)内に設置する広告塔等については、露出したネオン管若しくは赤色のネオン管を使用せず、又は光源が点滅しないこと。
4　第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域の境界線から五十メートル以内の地域内に設置する広告塔等で、当該第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域から展望できるものについては、光源が点滅しないこと。
(二)　建築物の屋上を利用する広告塔等
1　木造の建築物の屋上に設置する広告塔等については、地盤面から当該広告塔等の上端までの高さが十メートル以下であること。
2　鉄筋コンクリート造、鉄骨造等の耐火構造又は不燃構造の建築物の屋上に設置する広告塔等(地盤面から広告塔等の上端までの高さが十メートル以下のものを除く。)については、当該広告塔等の高さが地盤面から広告塔等を設置する箇所までの高さの三分の二以下で、かつ、当該地盤面から広告塔等の上端までの高さが第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域内にあつては三十三メートル以下、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域外にあつては五十二メートル以下であること。この場合において、階段室、昇降機塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋上部分(以下3までにおいて「屋上構造物」という。)の上に設置する広告塔等については、次に掲げる場合のいずれかに該当する場合にあつては、屋上構造物の高さは、広告塔等の高さに算入し、建築物の高さに算入しないものとする。
イ　屋上構造物の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積(建築基準法施行令第二条第一項第二号に規定する建築面積をいう。以下同じ。)の八分の一以下のとき。
ロ　屋上構造物の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の八分の一を超える場合において、当該広告塔等が屋上構造物の壁面の直上垂直面から突出するとき。
3　条例第五条の三第一号に掲げる広告塔等で、光源が点滅せず、かつ、屋上構造物の壁面に設置するものについては、2に規定する地盤面から広告塔等の上端までの高さの限度を超えて設置することができる。ただし、広告物のそれぞれの文字、数字、商標等の上端から下端までの長さは、地盤面から当該下端までの高さが百メートル以下の場合にあつては三メートル以下、百メートルを超える場合にあつては五メートル以下とする。
4　建築物の壁面の直上垂直面から突出して設置しないこと。
5　第一種文教地区等内に設置する広告塔等については、露出したネオン管若しくは赤色のネオン管を使用せず、又は光源が点滅しないこと。
6　第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域の境界線から五十メートル以内の地域内に設置する広告塔等で、当該第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域から展望できるものについては、光源が点滅しないこと。
二　建築物の壁面を利用する広告物等
1　地盤面から広告物等の上端までの高さが第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域内にあつては三十三メートル以下、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域外にあつては五十二メートル以下であること。
2　条例第五条の三第一号に掲げる広告物等で光源が点滅しないものについては、1に規定する高さの限度を超えて表示し、又は設置することができる。ただし、広告物のそれぞれの文字、数字、商標等の上端から下端までの長さは、地盤面から当該下端までの高さが百メートル以下の場合にあつては三メートル以下、百メートルを超える場合にあつては五メートル以下とする。
3　壁面の外郭線から突出して表示し、又は設置しないこと。
4　窓又は開口部をふさいで表示し、又は設置しないこと。ただし、広告幕については、非常用の進入口及び避難器具が設置された窓又は開口部(建築基準法施行令第百二十六条の六第二号に規定する窓又は開口部を含む。)を除き、この限りでない。
5　広告物等(広告幕を除く。)の表示面積が商業地域内にあつては百平方メートル以下、商業地域外にあつては五十平方メートル以下であり、かつ、広告物等(広告物の表示期間が七日以内のものを除く。)を表示し、又は設置する壁面における各広告物等の表示面積の合計が当該壁面面積の十分の三以下であること。
6　建築物の一壁面に内容を同じくする広告物等を表示し、又は設置する場合においては、各広告物等の間隔が五メートル以上であること。
7　第一種文教地区等内に表示し、又は設置する広告物等については、露出したネオン管若しくは赤色のネオン管を使用せず、又は光源が点滅しないこと。
8　第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域の境界線から五十メートル以内の地域内に表示し、又は設置する広告物等で、当該第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域から展望できるもの(以下「第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域から展望できる広告物等」という。)については、光源が点滅しないこと。
三　建築物から突出する形式の広告物等
1　地盤面から広告物等の上端までの高さが第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域内にあつては三十三メートル以下、第一種住居地域、第二種住居地域又は準住居地域外にあつては五十二メートル以下であること。
2　広告物等(つり下げ式のものを含む。)の道路境界線からの出幅が一メートル以下であり、かつ、当該建築物からの出幅が一・五メートル以下であること。
3　道路面から広告物等の下端までの高さが歩車道の区別のある道路の歩道上にあつては三・五メートル以上(道路境界線からの出幅が〇・五メートル以下のものにあつては二・五メートル以上)、歩車道の区別のない道路上にあつては四・五メートル以上であること。
4　広告物等の上端が当該広告物等を表示し、又は設置する壁面の上端を越えないこと。
5　広告物等の構造体が鉄板等で被覆されることにより露出していないこと。
6　第一種文教地区等内に表示し、又は設置する広告物等については、露出したネオン管若しくは赤色のネオン管を使用せず、又は光源が点滅しないこと。
7　第一種低層住居専用地域又は第二種低層住居専用地域から展望できる広告物等については、光源が点滅しないこと。
四　電柱又は街路灯柱を利用する広告物等
(一)　電柱を利用するもの
1　案内誘導広告物等であること。
2　種別等が次の表のとおりであること。
(単位　メートル)
種別

規模
面数
道路面から広告物等の下端までの高さ
備考

一　巻付け広告
1
縦一・五〇以下×横〇・三三以下
二面以内
一・六〇以上



2
縦〇・四〇以下×横〇・三三以下
二面以内
一・二〇以上
一　国又は地方公共団体が表示し、又は設置する場合に限る。
二　1の広告物等が表示し、又は設置されているときは、当該広告物等の下部に接続しなければならない。

二　添架広告

縦一・二〇以下×横〇・四八以下
二面以内
一　歩車道の区別のある道路の歩道上　三・五〇以上
二　歩車道の区別のない道路の道路上　四・五〇以上


3　色彩が四色以内であり、かつ、地色が黒、赤又は黄でないこと。
(二)　街路灯柱を利用するもの
1　商店会、自治会・町会等が表示し、又は設置する広告物等であること。
2　街路灯柱から突出して添架する広告物等については、道路面から当該広告物等の下端までの高さが歩車道の区別のある道路の歩道上にあつては三・五メートル以上、歩車道の区別のない道路上にあつては四・五メートル以上であること。
五　道路に沿い、又は鉄道及び軌道の沿線に設置する広告物等
(一)　東京国際空港内の道路(建築基準法第四十二条第一項第五号の規定により昭和三十六年東京都告示第五百六十号で指定した道路に限る。)の路線用地から展望できる広告塔等及びこれらに類するもの
設置の場所等が次の表のとおりであること。
設置の場所
広告塔等の間隔
広告塔等の上端までの高さ
広告塔等の構造
広告塔等の表示方法
形状
色彩

大田区羽田五丁目、羽田六丁目及び羽田旭町の各一部で、海老取川西側境界線から幅員五十メートル以内の地域
二メートル以上
地上十メートル以下
裏側の骨組みが見えないこと。
一面の広告塔等に表示する広告は、一広告であること。
長方形
地色が黒又は原色でないこと。

備考
広告塔等の間隔は、広告塔等を道路の路面に垂直であり、かつ、車両の進行方向に平行である面に投影した場合における各広告塔等の間の距離をいう。
(二)　鉄道及び軌道の路線用地から展望できる野立広告物(土地に直接設置する広告物等で、条例第五条に掲げるもの以外のものをいう。)及びこれに類するもの
設置の場所等が次の表のとおりであること。
設置の場所
鉄道及び軌道の境界線からの距離
広告物等の間隔
広告物等の上端までの高さ
広告物等の表示面積
広告物等の構造
広告物等の表示方法
形状
色彩

特別区及び市の存する区域(商業地域を除く。)内の鉄道及び軌道の沿線
三十メートル以上
五十メートル以上
地上五メートル以下
三十平方メートル以下
裏側の骨組みが見えないこと。ただし、すのこ張りの構造物等は、この限りでない。
一面の広告物等に表示する広告は、一広告であること。
長方形
地色が黒又は原色でないこと。

特別区及び市の存する区域以外の区域内の鉄道及び軌道の沿線
五十メートル以上
百メートル以上

四十平方メートル以下





備考
広告物等の間隔は、広告物等を鉄道及び軌道の路面に垂直であり、かつ、車両の進行方向に平行である面に投影した場合における各広告物等の間の距離をいう。
六　電車又は自動車(他の道府県に存する運輸支局又は自動車検査登録事務所に係る自動車登録番号を有するものを除く。)の外面を利用する広告物等
(一)　電車又は自動車の外面に表示し、又は設置してはならない広告物等
次に掲げる広告物等を電車又は自動車の外面に表示し、又は設置しないこと。
1　電光表示装置等により映像を映し出すものなど、運転者の注意力を著しく低下させるおそれのある広告物等
2　運転者をげん惑させるおそれのある発光し、蛍光素材を用い、又は反射効果を有する広告物等
3　車体の窓又はドア等のガラス部分に表示する広告物等
(二)　乗用車(ハイヤー及びタクシー(車体の窓又はドア等のガラス部分の内側から外側に向けて車両の所有者又は管理者の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容及び第九条第一号に掲げる事項を表示する広告物等以外の広告物等を表示した車両を除く。)を除く。)、貨物自動車又はバス(高速道路を走行しない路線バス等を除く。)の外面を利用する広告物等
次のいずれかの広告物等であること。
1　第八条の二第二号イ又はロに定める基準により表示する広告物等
2　乗用車、貨物自動車又はバス(高速道路を走行しない路線バス等を除く。)の所有者又は管理者が自己の事業又は営業の内容を表示する広告物等
3　路線バスの車体利用広告で長方形の枠を利用する方式による広告物等
(三)　電車、ハイヤー及びタクシー(車体の窓又はドア等のガラス部分の内側から外側に向けて車両の所有者又は管理者の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容及び第九条第一号に掲げる事項を表示する広告物等以外の広告物等を表示した車両を除く。)又は高速道路を走行しない路線バス等の外面を利用する広告物等
1　路面電車又は高速道路を走行しない路線バス等における一の車体当たりの表示面積の合計は、車体底部を除く全表面積の十分の三以下であること。
2　電車(路面電車を除く。)における車体の一の外面に表示する各広告物等の面積の合計が当該外面面積の十分の一以下であること。ただし、次に掲げる広告物等のみを表示する場合においては、車体の一の外面における各広告物等の表示面積の合計は、当該外面面積の十分の三以下であること。
イ　第八条の二第二号イに定める基準により表示する広告物等
ロ　第九条第一号に掲げる事項を表示する広告物等
ハ　電車(路面電車を除く。)の所有者又は管理者が自己の事業又は営業の内容を表示する広告物等
ニ　電車(路面電車を除く。)を利用した催物、行事等を表示するための広告物等で表示期間が六箇月以内のもの
ホ　国又は地方公共団体が地域の振興を目的として表示する広告物等
3　ハイヤー及びタクシー(車体の窓又はドア等のガラス部分の内側から外側に向けて車両の所有者又は管理者の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容及び第九条第一号に掲げる事項を表示する広告物等以外の広告物等を表示した車両を除く。)の外面を利用する広告物等の種別等は次の表のとおりであること。ただし、第八条の二第二号イ又はロに定める基準により表示する広告物等及び車両の所有者又は管理者が自己の事業又は営業の内容を表示する広告物等については、この限りでない。
種別
表示の位置
規模
備考

車体側面に表示する広告物
ドア部分
各側面につき一・一平方メートル以下とする。
広告物等の色彩は、車体の色彩と調和のとれたものとする。

広告物を掲出するために車体屋根部分の上部に設置する六面体状の立体(以下この表において「立体」という。)及びこれに表示する広告物(以下この表において「広告物等」という。)
車体側面と同方向の面
一　表示面の縦は、〇・三六メートル以下とする。
二　表示面の横は、一・二五メートル以下とする。
三　表示面の形状は、長方形状とし、一側面当たりの面積は〇・四五平方メートル以下とする。
四　広告物等の底部の幅は、当該広告物等の幅の最大幅となることとし、その幅は車体屋根部分前後方向の中心線から左右方向にそれぞれ〇・二五メートル以下とする。
五　広告物等の上端部の幅は、車体屋根部分前後方向の中心線から左右方向にそれぞれ〇・〇六メートル以下とする。
六　車体上端から広告物等の上端までの高さは、〇・四メートル以下とする。
一　立体及びこれに表示する広告物の数は一とする。
二　広告物等は車体屋根部分の前後左右から突出しないものとする。
三　広告物等は車体の屋根に堅固に固定し、走行中の安全性を阻害するおそれがないものとする。

4　色彩、意匠その他表示の方法が周囲の景観に調和したものであること。
5　車体各面に表示できる広告物は、第八条の二第二号イ又はロに定める基準により表示する広告物等及び車両の所有者又は管理者が自己の事業又は営業の内容を表示する広告物等を除き二広告物以下とすること。ただし、ハイヤー及びタクシー(車体の窓又はドア等のガラス部分の内側から外側に向けて車両の所有者又は管理者の氏名、名称、店名若しくは商標又は自己の事業若しくは営業の内容及び第九条第一号に掲げる事項を表示する広告物等以外の広告物等を表示した車両を除く。)の外面を利用する広告物等にあつては一の車両に表示できる広告物は一広告物とすること。
(四)　宣伝車の外面を利用する広告物等
1　自動車登録規則(昭和四十五年運輸省令第七号)別表第二に規定する広告宣伝用自動車であること。
2　消防自動車又は救急自動車と紛らわしい色を使用しないこと。
七　標識を利用する広告物等
(一)　バス停留所標識を利用するもの
1　案内誘導広告物等であること。
2　表示面積が表示板の表示面の面積の三分の一以下であること。
3　車両の進行方向から展望できない面に表示するものであること。
4　地色が白色であること。
(二)　消火栓標識を利用するもの
1　案内誘導広告物等であること。
2　表示面が、縦〇・四メートル以下及び横〇・八メートル以下であること。
3　道路面から広告物等の下端までの高さが歩車道の区別のある道路の歩道上にあつては三・五メートル以上、歩車道の区別のない道路上にあつては四・五メートル以上であること。
(三)　避難標識又は案内図板等を利用するもの
1　標識又は案内図が表示された面の各面につき一広告物とし、表示面積が〇・三二平方メートル又は各面の標識若しくは案内図の表示面積の二分の一に当たる面積のいずれか小さい面積以下であること。
2　添架広告物については、道路面から当該添架広告物の下端までの高さが、歩車道の区別のある道路上にあつては歩道上三・五メートル以上、歩車道の区別のない道路上にあつては四・五メートル以上であること。
3　当該標識又は案内図が示す本来の表示目的を阻害しないものであること。

